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国
民
健
康
保
険
税
が
変
わ
り
ま
し
た

国
民
健
康
保
険
税
が
変
わ
り
ま
し
た

保
険
年
金
課
国
保
税
担
当
☎
66
◆

1
1
7
2

区 分

所得割額

資産割額

均等割額

平等割額

課税限度額

6割 軽 減

→7割軽減

4割 軽 減

→5割軽減

2割 軽 減
（ 新 設 ）

改定前

課税対象所得金額の6.20%�

固定資産税の35.00%

1人につき� 22,800円

世帯につき� 26,400円

� 530,000円

1人につき� 13,680円

世帯につき� 15,840円

1人につき� 9,120円

世帯につき� 10,560円

1人につき

世帯につき

改定後

　�7.00%

32.00%

31,200円

35,400円

改定なし

21,840円

24,780円

15,600円

17,700円

6,240円

7,080円

改定前

課税対象所得金額の0.65%

固定資産税の1.00%

1人につき� 6,000円

世帯につき� 4,200円

� 70,000円

1人につき� 3,600円

世帯につき� 2,520円

1人につき� 2,400円

世帯につき� 1,680円

1人につき

世帯につき

改定後

0.85%

改定なし

7,500円

6,000円

80,000円

5,250円

4,200円

3,750円

3,000円

1,500円

1,200円

基礎課税額（医療分） 介護納付金課税額（介護分）

減免できる事由

生計の中心者が震災、風水害、火災など

（以下災害）で障害者となったとき

合計所得1,000万円以下の世帯で、

災害により住宅・家財に3割以上の

損害を受けたとき

貧困のため公私の扶助を受ける方

災害により固定資産税の減免を受

けたとき

少年院・監獄などに収容・拘禁され

ていた方

生計の中心者が長期療養（6カ月、入

院3カ月以上）を要することにより、

著しく担税力を失ったとき

生計の中心者が失業（定年、自己都

合を除く）、事業の廃止・休止をした

ことにより、著しく担税力を失った

とき

生計の中心者が災害で亡くなった

ことにより、著しく担税力を失った

とき

国保税の軽減対象となる所得の少

ない世帯などのうち、固定資産税額

が2万円未満で自己の居住用資産以

外の資産のない世帯

その他特別の事情がある場合

号

1

2

3

4

5

6

7

減免する額

障害者となった日以後の納期の

国保税額の９割

災害を受けた日以後の納期の国保

税額に、所得区分、損害程度による

割合を乗じた額

扶助を受ける期間の国保税全額

減免を受けた固定資産税額による

国保税の資産割額

収容・拘禁されていた方の

その期間の国保税額

前年中の合計所得300万円以下で

当該年中の所得が7割以下に減少

する世帯で、所得割額、均等割額、

平等割額について減免割合を乗じ

た額

軽減後の均等割額および平等割額

の1割

前各号の範囲内

国
民
健
康
保
険
へ
の
届
け
出
は

お
済
み
で
す
か

保
険
年
金
課
国
保
給
付
担
当

☎
66
◆

1
1
0
3

７０
歳
未
満

の
方

７０
歳
以
上

７５
歳
未
満

の
方

７５
歳
以
上

の
方

国
民
健
康
保
険
被
保
険

者
証
（
保
検
証
）

保
険
証
ま
た
は

退
職
者
被
保
険
者
証

前
期
高
齢
受
給
者
証

保
険
証

医
療
受
給
者
証

健
康
手
帳

こんなときには14日以内に市民課へ届け出を

国保に加入するとき国保をやめるときその他

こ
ん
な
と
き
は

他
市
区
町
村
か
ら
転
入

職
場
の
健
康
保
険
を
や
め
た
と
き

職
場
の
健
康
保
険
の
被
扶
養
者
か

ら
は
ず
れ
た
と
き

子
ど
も
が
生
ま
れ
た
と
き

他
市
区
町
村
へ
転
出
す
る
と
き

職
場
の
健
康
保
険
に
加
入

す
る
と
き

職
場
の
健
康
保
険
の
被
扶
養
者
に

な
っ
た
と
き

国
保
の
被
保
険
者
が
死
亡
し
た
と
き

市
内
で
住
所
が
変
わ
っ
た
と
き

世
帯
分
離
し
た
と
き
、
ま
た
は

一
緒
に
な
っ
た
と
き

世
帯
主
が
変
わ
っ
た
と
き

修
学
や
出
稼
ぎ
な
ど
の
た
め
、

保
険
証
が
必
要
な
と
き

保
険
証
を
紛
失
し
た
と
き

退
職
者
医
療
制
度
に
入
る
と
き

退
職
者
医
療
制
度
を
や
め
る
と
き

持
参
す
る
も
の

印
か
ん
、
転
出
証
明
書

印
か
ん
、
職
場
の
健
康
保
険
を
や
め

た
証
明
書
（
資
格
喪
失
証
明
書
）

印
か
ん
、
被
扶
養
者
で
な
い
理
由
の

証
明
書

印
か
ん
、
保
険
証
、
母
子
健
康
手
帳

印
か
ん
、
保
険
証

印
か
ん
、
国
保
の
保
険
証
、
健
保
の

保
険
証

印
か
ん
、
国
保
の
保
険
証
、
健
保
の

保
険
証

印
か
ん
、
保
険
証

印
か
ん
、
保
険
証

印
か
ん
、
保
険
証

印
か
ん
、
保
険
証

印
か
ん
、
保
険
証
、

在
学
証
明
書
な
ど

印
か
ん
、
身
分
を
証
明
す
る
も
の

印
か
ん
、
保
険
証
、
年
金
証
書

印
か
ん
、
退
職
者
保
険
証

※
加
入
の
届
け
出
が
遅
れ
る
と
、
国
保
に
加
入
す
る
資
格
が
で
き
た
月
の
分
ま
で
さ
か
の
ぼ

っ
て
保
険
税
を
納
め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
届
け
出
が
遅
れ
た
間
の
医
療
費
は
、
特
別
な

理
由
が
な
い
限
り
全
額
自
己
負
担
と
な
り
ま
す
。

税
率
な
ど
が

改
定
さ
れ
ま
し
た

お
医
者
さ
ん
に
か
か
る
と
き

お
医
者
さ
ん
に
か
か
る
と
き

長
年
勤
め
た
会
社
を
や
め
た
人
は

長
年
勤
め
た
会
社
を
や
め
た
人
は

所
得
の
少
な
い
世
帯
に
は

軽
減
措
置
が
あ
り
ま
す

災
害
な
ど
で
被
害
を
う
け
た
と
き

保
険
税
の
減
免
（
減
額
）
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す

所
得
の
申
告
が
必
要
で
す

お医者さんにかかるとき必要なもの

　　
国
民
健
康
保
険
は
、
皆
さ
ん
が
病
気

や
け
が
を
し
た
と
き
に
、
経
済
的
な
心

配
を
せ
ず
に
安
心
し
て
医
者
に
か
か
れ

る
よ
う
、
医
療
費
な
ど
を
負
担
す
る
制

度
で
す
。
こ
の
事
業
の
運
営
に
必
要
な

財
源
は
、
皆
さ
ん
に
負
担
し
て
い
た
だ

く
保
険
税
で
す
。
平
成
１４
年
度
に
保
険

税
の
税
率
改
正
を
行
い
ま
し
た
が
、
医

療
費
お
よ
び
介
護
納
付
金
の
増
加
な
ど

に
よ
り
、
平
成
１７
年
度
の
保
険
税
は
下

表
の
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

　
保
険
税
は
、
所
得
の
な
い
方
に
も
課

税
さ
れ
ま
す
。
所
得
の
少
な
い
世
帯
の

負
担
を
軽
く
す
る
た
め
、
一
定
基
準
以

下
の
世
帯
に
対
し
、
均
等
割
・
平
等
割

の
７
割
ま
た
は
５
割
を
減
額
し
ま
す
。

今
年
度
、
新
た
に
２
割
減
額
制
度
も
で

き
ま
し
た
。
対
象
と
な
る
世
帯
は
、
世

帯
主
の
申
請
が
必
要
で
す
。

　
国
民
健
康
保
険
（
国
保
）
は
、
職
場
の
健
康
保
険
な
ど
と
は
違

い
、
加
入
す
る
と
き
も
や
め
る
と
き
も
、
加
入
者
自
ら
が
届
け
出
を

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
世
帯
主
は
異
動
が
あ
っ
た
日
か
ら
１４
日

以
内
に
、
市
民
課
へ
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。

　
年
齢
に
応
じ
て
、
医
療
費

は
次
の
割
合
で
負
担
を
し
て

い
た
だ
き
ま
す
。

３
歳
未
満

　
　
　
…
…
…
…
…
…
２
割

３
歳
以
上
７０
歳
未
満

　
　
　
…
…
…
…
…
…
３
割

７０
歳
以
上

　
　
　
…
１
割
ま
た
は
２
割

　
会
社
な
ど
を
退
職
す
る
と
、
そ
の
職
場
の
健
康
保
険
の
資
格
が
失

わ
れ
、
国
保
に
加
入
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
長
い
間
勤
め
た
会
社

を
や
め
、
年
金
を
受
け
る
よ
う
に
な
っ
た
方
と
そ
の
被
扶
養
家
族

は
、
「
退
職
者
医
療
制
度
」
で
医
療
を
受
け
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

そ
の
資
格
は
、
年
金
の
受
給
権
が
発
生
し
た
日
で
す
。
年
金
証
書
を

受
け
取
っ
た
ら
１４
日
以
内
に
保
険
年
金
課
に
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。

「
国
民
健
康
保
険
退
職
者
被
保
険
者
証
」
が
交
付
さ
れ
ま
す
。

対
象
と
な
る
人

次
の
条
件
す
べ
て
に
あ
て
は
ま
る
人
（
退
職
者
被
保
険
者
本
人
）

と
、
そ
の
被
扶
養
家
族
が
対
象
者
で
す
。

①
国
保
に
加
入
し
て
い
る 

②
老
人
保
健
の
適
用
を
受
け
て
い
な
い

③
厚
生
年
金
や
各
種
共
済
組
合
な
ど
の
年
金
を
受
け
て
い
て
、
そ
の

加
入
期
間
が
２０
年
以
上
、
ま
た
は
４０
歳
か
ら
１０
年
以
上
あ
る

届
け
出
に
必
要
な
も
の
　
印
か
ん
、
保
険
証
、
年
金
証
書

　
災
害
な
ど
の
特
別
な
事
情
で
、
次
の
事
由
に
該
当
す
る
世
帯
に
つ
い
て
は
、
保
険
税
が
減
額
さ
れ

ま
す
。
左
表
の
減
免
事
由
に
該
当
す
る
方
は
、
事
由
が
あ
き
ら
か
と
な
る
書
類
と
印
鑑
を
持
参
し
て

申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

　
所
得
・
市
県
民
税
申
告
が
さ
れ
て
い
な
い
と
、
保
険
税
の
減
額
や
減
免
は
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。

　
収
入
が
な
く
な
っ
た
方
、
非
課
税
年
金
（
障
害
者
年
金
・
遺
族
年
金
な
ど
）
を
受
け
て
い
る
方
、
仕

送
り
な
ど
で
生
活
し
て
い
る
方
も
前
年
中
の
収
入
や
生
活
状
況
を
申
告
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。


